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大阪湾ベイエリアにおける海上交通活用可能性調査業務  

公募型プロポーザル募集要項 

 

１ 目的 

兵庫県では、大阪湾ベイエリアにおける海上交通の活性化に向け、令和 5 年度から令和 7 年度まで

の 3年間、船内で会議やイベント等を実施する船会社等に対する助成事業「クルージング MICE奨励助

成モデル事業」を行ってきた。また、大阪・関西万博期間中には兵庫・大阪間において定期 1航路、不

定期 4航路が運航された。 

本業務は、①兵庫県が 3年間実施してきた「クルージング MICE奨励助成モデル事業」及び大阪・関

西万博期間中の海上交通の実績について、その成果及び課題を整理・総括するとともに、②神戸空港国

際化、大阪 IR開業等の将来動向を見据え、大阪湾ベイエリアにおける海上交通の活用可能性や今後の

取組方針について調査・検討を行うことを目的とする。 

本事業を委託するにあたり、民間事業者等の知識やノウハウ等を活用するため、公募型プロポーザル

方式により企画提案を募集する。 

 

２ 募集概要  

（１）業務名 

大阪湾ベイエリアにおける海上交通活用可能性調査業務  

（２）業務内容 

   別添「仕様書」のとおり。ただし、仕様書は企画提案の内容を踏まえて、特定された提案者と県が

協議の上、確定するものとする。 

（３）業務委託期間 

   契約締結日から令和９年３月 15日(月)まで 

（４）委託上限額 

7,000,000円（消費税及び地方消費税を含む） 

（５）スケジュール 

募集要項等の公表・配布 令和８年 11月２日（月） 

質問の受付 令和８年 11月２日（月）～11月 13日（金）午後５時まで 

参加申込書等の提出 令和８年 11月２日（月）～11月 13日（金）午後５時まで 

質問に対する回答 令和８年 11月 17日（火） 

企画提案書の提出 令和８年 11月 24日（火）午後５時まで 

プレゼンテーション審査 令和８年 11月 30日（月） 

業務委託契約の締結 委託予定者決定後、速やかに 

 

３ 応募資格 

プロポーザルに応募することができる者は、単独企業又は本業務受託のために複数の企業で組織され

た共同企業体（JV）とする。 

（１）単独企業 

ア 法人その他の団体又は個人事業主であって、事業を適切に遂行できる能力を有すること。 

イ 提案する業務が法令等の規定により官公署の免許、許可、認可、指定等を受ける必要がある場合 
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には、当該免許、許可、認可、指定等を受けること。 

ウ 業務の実施にあたり、兵庫県との打ち合わせ等に適切に対応できること。 

エ 次のいずれにも該当しないこと。 

①地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定による一般競争入札の参加者

の資格制限を受けている者 

②提出書類（６(１)に掲げる書類をいう。）の受付期間において、兵庫県の指名停止基準に基づく

指名停止の措置を受けている者  

③会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成 11

年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てが行われている者  

④兵庫県が賦課徴収する県税、消費税又は地方消費税を滞納している者  

⑤宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体  

⑥暴力団又は暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある者 

（２）共同企業体（JV）による参加 

 ア 全ての構成員が、３（１）ア～エに掲げる要件を満たしていること。 

 イ 各構成員が、本プロポーザルに関して他の共同企業体（JV）の構成員を兼ねておらず、単独企業

での参加もしていないこと。 

  

４ 募集要項等の配布 

（１） 配布開始日 

    令和８年 11月２日（月） 

（２） 配布方法 

    兵庫県ホームページからダウンロード 

 

５ 質問の受付及び回答 

 本プロポーザルに関する質問は、「質問書」（様式６）により提出すること。 

（１）受付期間      

令和８年 11月２日（月）から令和８年 11月 13日（金）午後５時まで 

（２）質問の提出方法  

 電子メールにて事務局に提出  

 E-mail：chiikishinkou@pref.hyogo.lg.jp 

（３）留意事項 

   件名に「大阪湾ベイエリアにおける海上交通活用可能性調査業務 質問書」と記載すること。 

（４）質問に対する回答  

令和８年 11月 17 日（火）までに、すべての応募者に対して電子メールで回答を送付する。た

だし、関係者等への確認を要する質問で、期限までに回答できない場合、その質問に関する回答

のみ後日行う可能性がある。 
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６ 参加申込書等の提出  

（１）提出書類 

 書類名 様式 部数 

ア 参加申込書 様式１ 正本１部 

イ 会社概要 

・会社案内（パンフレット）等がある場合は、添付すること。 

様式２ 正本１部 

ウ 役員等に関する調書 様式３ 正本１部 

エ 参加資格を有していることを証明する書類 

①法人登記簿謄本 

②定款又は寄附行為 

③納税証明書（発行後３ヶ月以内のもの） 

・兵庫県税事務所が発行する県税に係る徴収金の滞納がない

ことを証明する納税証明書 

※兵庫県の課税実績がない場合は誓約書(様式５) 

・税務署が発行する消費税及び地方消費税の未納がないこと

を証明する納税証明書 

※共同企業体で参加の場合は全ての企業分提出すること 

④財務諸表（直近１ヶ年のもの） 

・貸借対照表 

・損益計算書 

・株主資本等変動計算書 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

 

 

 

 

－ 

   

 

 

正本１部 

以下は共同企業体で参加の場合のみ 

オ 共同企業体協定書 

※代表構成員に参加申込の権限を付与すること。 

任意 写し１部 

カ 共同企業体届出書 様式４ 正本１部 

（２）留意事項 

共同企業体（JV）として参加する場合、全ての構成員が、（１）イ～エ①～④に掲げる書類を提

出すること。 

（３）提出先 

11に記載の事務局 

（４）提出方法 

持参又は郵送による 

※郵送の場合は配達したことを証明できるものに限る。 

※持参の場合の受付時間は、土日及び祝日を除く各日の午前９時から午後５時まで。 

（５）提出期限 

令和８年 11月 13 日（金）午後５時（必着） 

    ※提出期限後に到着した応募書類は無効とする。 
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７ 企画提案書の作成及び提出 

（１）提出書類 

 書類名 様式 部数 

ア 企画提案申込書 様式７ 

 

正本１部 

データ要 

イ 企画提案書 

※A4 20枚以内（表紙を除く） 

任意 正本１部 

副本 6部 

データ要 

ウ 業務実施体制図（指揮系統） 任意 正本１部 

副本 6部 

データ要 

エ 業務実施工程表 任意 正本１部 

副本 6部 

データ要 

オ 経費積算見積書 様式８ 

もしくは 

任意 

正本１部 

副本 6部 

データ要 

（２）留意事項 

①提出する案は、各応募者１提案に限る。 

 ②使用する文字は、12ポイント以上とすること。ただし、注釈はこの限りではない。 

   ③提出期限後の提出書類の訂正、追加及び再提出は認めない。 

   ④提出書類の作成及び提出に要する経費は、応募者の負担とする。 

   ⑤提出書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属する。 

   ⑥提出書類は審査のためにのみ使用し、審査結果にかかわらず応募者に返却しない。 

⑦提出書類について、ページ番号を記載すること。 

⑧企画提案書は全て片面印刷で作成すること。 

⑨企画提案書には、「仕様書」に記載の業務内容に対する提案の他、「類似業務での実績」を記載

すること。 

（３）提出先 

11に記載の事務局 

（４）提出方法 

持参、郵送又は電子メールにて事務局に提出 

※郵送の場合は配達したことを証明できるものに限る。 

※持参の場合の受付時間は、土日及び祝日を除く各日の午前９時から午後５時まで。 

（５）提出期限 

令和８年 11月 24日（火）午後５時（必着） 

   ※提出期限後に到着した応募書類は無効とする。 
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８ 審査 

（１）審査の方法 

ア 事務局が参加資格の確認を行い、これを通過した者のみ、プロポーザル審査会（以下「審査会」

という。）において提案内容を審査する。 

イ 審査会においては、プレゼンテーション審査を行い、審査員の審査点数の合計得点が最も高い事

業者を委託事業者に選定する。 

ウ 応募者が５者以上の場合、プレゼンテーション審査に先立ち、事務局が事前に書類審査を行い、

審査点数が高い上位４者程度についてプレゼンテーション審査を行う。 

エ 応募者が１者であっても、審査会を実施する。なお、応募者がいなかった場合は、再度公告し、

参加表明に関する書類の提出期限を延長する。この場合、必要に応じてスケジュールの変更を行う

ものとする。 

オ 審査会への出席可否及び審査会の日程・場所等は別途通知する。 

（２）審査基準 

評価項目 審査内容 配点 

実施スケジュール 確実性・具体性のある実施スケジュールとなっているか。 10点 

実施体制 

配置予定の人数、役割分担、業務経験及びスキルの妥当性が具

体的に示されるとともに、類似事業での実績を十分に有し、本

業務を効率的かつ円滑に遂行できる実施体制が提案されている

か。 

10点 

業務目的・ 

背景の理解度 

大阪湾ベイエリアにおける海上交通を取り巻く現状及び将来動

向を踏まえ、本業務の目的・背景を十分理解した提案となって

いるか。 

10点 

 

業
務
内
容
に
関
す
る
提
案 

検討項目・着眼点 

クルージング MICE 及び万博航路の総括に当たり着目すべき事

項、並びに今後の海上交通の展開を検討する上で必要な検討項

目及び論点が適切に設定されているか。  

20点 

調査・分析方法 

調査・分析方法が具体的かつ効果的なものとなっているか。ま

た、提案者独自の知見、経験及びノウハウを活かした提案とな

っているか。 

20点 

成果のとりまとめ 

クルージング MICE 及び万博航路の総括並びに将来の海上交通

に関する検討結果について、効果的な取りまとめ手法が提案さ

れているか。また、今後の施策及び事業化の方向性について、

どのように整理するかの考え方が具体的に示されているか。 

20点 

見積額の妥当性 事業費の積算は妥当か。 10点 

計 100点 

（３）プレゼンテーション審査の実施 

 ア 場所：兵庫県庁周辺 

 イ 実施方法（予定） 

① 事前に提出された書類に基づいてプレゼンテーションを行うこととし、追加の資料の配付は

原則認めない。 

   ② 審査については、実績や実施体制等から本業務を問題なく遂行できるかを総合的に判断する

必要があるため、業者名は伏せないで行う。 

   ③ 当日、モニター及びモニターと接続する HDMIケーブルは事務局にて用意する。その他説明

に必要な機材等（パソコン、レーザーポインター等）は応募者において持参すること。 
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（４）審査結果 

   審査結果は、事務局から応募者全員にメール等により通知する。 

（５）審査対象からの除外（失格事由） 

   次のいずれかに該当した場合は、提案審査の対象から除外するとともに、別途、入札参加停止等

の措置を講じることとする。 

 ア 他の応募者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

 イ 事業者選定終了までの間に、他の応募者に対して応募提案の内容を意図的に開示すること。 

 ウ 提出書類に虚偽の記載を行うこと。 

 エ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

 

９ 契約手続きについて  

（１）選定した契約候補者と兵庫県は、企画提案の内容をもとに協議の上、仕様書の内容を確定し、契 

約を締結する。なお、協議が整わない場合又は契約候補者が契約を辞退した場合は、審査結果にお

いて評価が次点の者と協議を行う。 

（２）契約金額の支払いについては、原則精算払いとする。  

 

10 その他留意事項 

（１）提案を取り下げる場合は、辞退届（様式９）を提出すること。 

（２）契約候補者は、本業務の実績報告書の記載内容が確認できる書類（会計関係帳簿、労働関係帳簿、

業務日誌等）を業務終了後５年間保存すること 

（３）契約の相手方が委託契約書に記載する条項に違反したときは、県は、当該委託契約の全部又は一部

を解除し、委託料の支払いを停止し、又は契約の相手方に対して支払った委託料の全部又は一部の返

還を求めることがある。 

（４）本プロポーザルの手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び 

計量法（平成 4 年法律第 51 号）によるものとする。 

（５）本業務の全部または主体的部分（総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分）を一括して第三

者に委任し、または請け負わせること（以下「再委託」という。）はできない。また、本業務の一部

を再委託してはならないが、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名及び再委託を行う業務の範囲等

を記載した再委託の必要性がわかる書面を県に提出し、県の書面による承認を得た場合は、県が承認

した範囲の業務を第三者（以下「承認を得た第三者」という。）に再委託することができる。なお、

再委託をする場合は、再委託した業務に伴う承認を得た第三者の行為について、受注者は県に対し全

ての責任を負うものとする。 

（６）秘密の保持 

ア 受注者は、業務遂行上知り得た情報を他に漏らしてはならない。 

イ 本業務の遂行に当たって収集した情報については、機密保持に努めるとともに、施錠の徹底、電子 

データのパスワード設定等、万全なセキュリティ対策を講じなければならない。 

ウ 本業務の遂行に伴い取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他保有する個人情報の 

適正な管理のため、個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号)を遵守しなければならな
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い。 

（７）契約候補者は、兵庫県財務規則第 100条第１項の規定に基づき、契約保証金として、契約金額の 

100分の 10以上の額を、契約締結前に納付する。ただし、同項の各号のいずれかに該当する場合は、 

契約保証金の全部又は一部を免除することがある。 

 

11 事務局 

兵庫県企画部地域振興課地域資源班（担当：上野、稲垣） 

〒650‐8567 兵庫県神戸市中央区下山手通５丁目 10番１号 兵庫県庁３号館 12階 

電話：078-362-4004 

E-mail：chiikishinkou@pref.hyogo.lg.jp 

 


